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“幸福な社会”の要件は多様
しかし

安全・安定・安価で潤沢な
エネルギーは必須要件



日本のエネルギー産業の今後に向けて必要な視点
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 日本のエネルギー産業が迎える“５つのD”の変化潮流。その一つである
「分散化」は既に相当程度進捗しつつあり、今後も加速していくと予想さ
れる。

 しかし、現在の制度設計や規制（電気事業法、計量法等）は分散型技術
の活用に必ずしも対応できていない。

 また、分散型技術である再生可能エネルギーのさらなる拡大に向けては、
導入の直接的コスト（再エネ賦課金等）と間接的コスト（ネットワークコスト
等）をあわせた消費者負担を最大限抑制することが必須。そのためには、
発電とネットワークを統合的にとらえた「全体設計」が不可欠。

 人口減少・過疎化と再生可能エネルギー・蓄電技術の低コスト化が同時
に進展すれば、ネットワークを維持する必要性についても社会的議論が
必要。ネットワークの果たす役割・価値を見直し、ネットワークへの投資
判断の基準を共有する必要がある。



エネルギー産業の変革ドライバー：５つのD
「5つのD」はいずれも、不可避的あるいは不可逆的に生じる。
「非連続な変化」に向け、精緻な予測や試算より「ビジョン」が必要。
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Depopulation
人口減少・過疎化

 2050年までに現在居住区の6割以上で人口が半分以下に
 日本中の電線が“赤字路線”化する可能性

De-carbonization
脱炭素化

 パリ協定：各国の自主的目標。2030年に13年比▲26％。
 日本：温暖化ガスを2050年に80％削減（地球温暖化対策計画）

2013年：14.1億ｔ⇒2050年2.8億ｔ

De-centlization
分散化

 世界で進む分散型電源の低コスト化（日本は高止まり）

 安定供給を確保するには、従来型電源・送配電網の適切
な維持と蓄電技術の進歩が必要。

Deregulation
制度改革

 これまで：発電・小売市場の自由化＝経済性の観点のみ
 これから：低炭素、安定供給の価値を確保するため

システム改革の改革

Digitalization
デジタル化

 デジタル技術を活用した新たなエネルギー事業の創出
（成果提供型のビジネスモデルへの転換）

 デジタルプラットフォームを活用し、他産業との融合





Deregulation（自由化の修正）

自由化は、Utility1.0からUtility2.0への変革を牽引したが、今は、
分散化により自由化が変革・修正を求められている
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※IEA (2016) NEDOほかによる和訳あり

 電源が提供する価値にはkWh、kW、
⊿kWの3種類がある。従来型の電源
は（得手不得手はあっても）3つの価値
すべてを供給できた。

 DERは限界費用ゼロかつ調整が困難
（undispatchable）である。これは、
kWhは安価に供給できるが、
同様のkWと⊿kWの供給が難しいこと
を意味する。

 現在の電力市場設計は、このような電
源の大量導入を想定していない。
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５つのDの先にある
社会を覗いてみよう







「Utility3.0」とは

日本の電気事業は、Utility1.0→Utility2.0への変革を経験している最中。
今後、5つのDによるさらなる変革（Utility3.0）が求められる。
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 右肩上がりの成長にあわせた投資拡大を支える制度設計

 法的独占により規模の経済性を追求

分散化・脱炭素化・人口減少・デジタル化
＋電力市場のリパワリング

 集中型カラー分散型への技術シフト・低炭素化・生産性向上
新たな価値感の下でのUtilityの担い手（多様な参入者）

 経済成長の鈍化（投資効率化の要請）
発電・小売の競争によるスリム化（自由化）
ネットワークの競争中立（発送電分離）

Utility 1.0

Utility 3.0

Utility 2.0











Utility3.0の萌芽事例

太陽光発電、蓄電池など、分散エネルギー資源を起点としたビジネスモ
デルが誕生しつつある。しかし、まだ数が少なく、また、収益確保に至っ
ていないケースが多い。次世代エネルギーと、次世代型自動車・住宅・ヘ
ルスケアなどとの連携を増やし、社会変革につなげられるかがカギ。
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1 オンサイト発電モデルと
太陽光発電システム向け金融商品

8 V2Gシステムプロバイダー

2 建材一体型太陽電池（BIPV） 9 電力会社による
電気自動車オーナー向けサービス

3 プロシューマー向け電力取引サービス 10 電気自動車向け充電サービスプロバイダー

4 地域エネルギー取引プラットフォーム 11 コネクテッドホーム

5 大規模蓄電プラント運営事業 12 先進技術を活用した
新たなコネクテッドデバイス

6 蓄電池を活用したエネマネサービス 13 エネルギー調達先自動切換えエージェント

7 複数の卸市場を対象とするVPP事業者 14 データディスアグリゲーションと
データマネタイゼーション

15 エネルギー業界における
ブロックチェーン利用促進

電
気
自
動
車

住
宅
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電
力
小
売



Utility3.0時代の特徴と課題
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• デジタル技術の活用とそれを可能にする規制緩和・コスト回収手段

• 他のセクターとの融合

• その他の「D」にも対応

• NW：配電は分散型ビジネスに溶け込み、送電は広域化（？）

Utility3.0＝ 分散技術との完全な融和

• 容量（ｋＷ），調整力（ΔｋＷ）の適切な対価
• DERを起点としたビジネスへの対応（適切な規制緩和・炭素価格）
• 人口減少・過疎化と分散化の同時進行（デススパイラル問題）
• ＮＷ設備の高経年化
• ＮＷコストの地域間不公平を抑制する仕組み整備

（次世代ＮＷ投資分のサーチャージ化など）
• ＮＷ投資を促進する環境の整備
• ＮＷの国際競争力強化（新規事業・国際事業等を促す仕組み整備）

分散型技術との融和を進める上での、足元の課題









ネットワーク設備の高経年化

高度成長期に建設した設備が更新時期を迎える。
需要減少下での単なる更新では、kWhあたりの更新投資・費用増は不可
避となり、効率化や選択と集中が求められる。
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課題



ネットワーク費用の地域間不公平

ドイツでは、洋上風力をはじめ再エネの多い北東部のNW料金が高騰し、
来年から、洋上風力の接続費用※を賦課金化。日本でも、再エネ適地の
ネットワーク料金が上がり料金格差が拡がる可能性がある。
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課題

※洋上プラットフォームから陸上までの海底ケーブル等

出典： Monitoring Report 2017(BNetzA)

≥7ct/kWh, <8ct/kWh
≥8ct/kWh, <9ct/kWh

≥10ct/kWh
≥9ct/kWh, <10ct/kWh

家庭一般顧客
平均年間電力量3,500 kWh

<5ct/kWh

≥6ct/kWh, <7ct/kWh
>5ct/kWh, <6ct/kWh

ドイツの家庭需要家における託送料金



ネットワーク費用の地域間不公平

再エネの大量導入を実現するためには、 NW投資を促進する環境の
整備が必要となる。例えば、ENTSO-Eの取りまとめている10ヵ年系統計
画では、今後1,500億ユーロの送電投資を計画している。
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課題

ENTSO-Eが取りまとめた10か年系統計画






